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１　はじめに

　労働安全衛生は，賃金，労働時間，休日と比べて労
使間で関心が払われにくい事項である。本稿は，企業
が労働者の安全と健康に配慮する理由について，労働
災害防止，安全衛生法令遵守，安全配慮義務，外部認
証取得という 4 つの視点を示し，法令や裁判が労働者
の健康を考慮してきた約 150 年の歴史を振り返り，現
状の課題と今後の展望を探究する。なお，経営戦略と
して労働者の健康に投資し，疾病休業を減少させ就業
意欲を向上させて企業価値を高めようとする活動もあ
るが，労働者保護の枠組みを超えたものは割愛した。

２　企業が労働者の安全と健康に配慮する理由

（1）労働災害に伴う損失の防止
　企業が労働者の安全や健康に配慮する本質的な理由
は，企業にはその営利活動を通じて生じさせた労働災
害による損害を補償する義務があり，企業はそれを回
避しようとするからである。労働者災害補償保険（労
災保険）の保険料率は企業間の相互扶助で業界ごとに
統一されているが，メリット制で事業場ごとに±40％
変動するので，企業には労働災害を防ぐことへの経済
的な動機は多少ある。実際に労働災害が発生すれば，
警察や労働基準監督署による捜査が行われて設備の使
用停止や改善等が命じられ，刑事訴訟の提起，損害賠
償の請求，許認可の取消，商取引の停止，信用やイ
メージの低下も生じうることを考えると，企業が想定
すべき損害は大きい。損害保険会社が労災保険を運営
するアメリカ合衆国では，保険料率が個別契約ごとに
変動するので，安全や健康への投資は保険料の抑制に
よって回収されるという考え方が成立しやすい。

（2）労働安全衛生法令の遵守
　労働安全衛生法は「職場における労働者の安全と健

康を確保」し「快適な職場環境の形成を促進」する目
的で具体的な対策を規定している。企業がこの法令を
遵守しなければならないことに議論の余地はない。罰
則を伴う規定も多く，違反が見つかれば，行政指導，
是正勧告，使用停止命令，送検，起訴の可能性があ
る。同法は公布から 52 年間に 35 回も改正され，国内
で生じた課題に対応してきた。そのたびに条項が追加
されてきたが，国際的な潮流や社会的な優先度を考慮
した体系的な整理は行われず，規定が複雑化した。
　近年，法令に具体的な規定のない化学物質による職
業性疾病が次々と発生したため，リスクアセスメント
の考え方に基づく自律的な化学物質管理と称される施
策が進められた。企業に，あらゆる危険有害要因によ
る健康リスクを評価させ，リスクが高いものからリス
ク低減対策を検討させ実施させて，労働災害の防止を
促す施策である。これは行政手法の大きな転換であっ
たが，省令に大量の条文を追加する形態で実行され，
複雑化がさらに進行した。法律上の根拠は労働安全衛
生法第 22 条という包括的ながら罰則付きの条文とさ
れ，企業への強制力があるものとなっている。

（3）安全配慮義務の履行
　労働者の健康障害が業務により発生又は増悪した際
に，企業の過失が大きい事案や逸失利益や慰謝料が高
額な事案では，安全配慮義務の不履行を根拠とする損
害賠償訴訟が提起されやすい。安全配慮義務を果たす
には「企業が労働者の健康を管理しなければならな
い」と表現されることもあるが，それは事実上困難で
ある。企業は，労働者の家族でも主治医でもなく，他
人の健康を管理する権利はないからである。
　安全配慮義務は危険予知と結果回避の義務に分けら
れ，企業の責任は合理的に可能な範囲でそれぞれを果
たせるよう努力することに留まる。企業は，健康診断
結果等の知りえた健康情報に基づいて，職場や作業の
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調整（就業上の措置）を行い，生活習慣改善や受診の
勧奨（保健指導）を行う法令上の義務があるが，それ
らを尽くしても健康障害の発生や増悪を回避できない
ことはある。保健指導に従わない労働者の就業を制限
する方法もあるが，健康保持のために就業機会を奪う
ことは本人の自律を損なうという倫理的な課題を生じ
るので，業務内容と健康状態の両方を知悉する産業医
の意見に基づいて丁寧に対応する必要がある。

（4）安全・衛生・健康に関する外部認証の取得
　企業は，ビジネス上で有利になるよう，安全・衛
生・健康に関する外部評価を受審して認証の取得をめ
ざすことがある。
　わが国においては，旧労働省が，中央労働災害防止
協会（中災防）を事務局として労働者健康保持増進
サービス機関の認定や快適職場推進計画の認定を始め
たが，国からの助成金が縮小されるといずれも廃止さ
れた。近年，安全衛生の周辺分野で，健康経営，治療
と仕事の両立支援，ハラスメント対策，障害者への合
理的配慮，受動喫煙対策，女性活躍推進，子育てサ
ポートといった健康に関連する行政施策が推進され，
一部にはマーク付与や認定等が行われている。このう
ち経済産業省は，健康経営銘柄や健康経営優良法人

（ホワイト 500）として認証した企業に公的団体の補
助金や金融機関の融資等で優遇措置を設けて企業の動
機づけを図っている。その評価指標には，健保組合と
連携したデータ分析，メンタルヘルス教育，感染症予
防，受動喫煙対策など厚生労働行政分野のものが幅広
く採用されているが，安全衛生分野は送検事案がない
ことなど達成しやすい条件となっている。
　一方，安全衛生分野の国際的な潮流を反映して，国
際規格協会（ISO）は，労働安全衛生マネジメントシ
ステム規格（ISO 45001）を発行し，国内外の認証機
関が企業を審査している。経営者による安全衛生方針
の表明，労働者の意見を反映する体制，目標設定，計
画・実施・評価・改善（PDCA）サイクルによるリス
クアセスメントの継続的な推進，記録などの指標が設
定されている。

３　安全や健康に関する法令の歴史

（1）安全衛生法令の歴史
　明治期に始まった公務災害への補償制度が民間にも
広がり，警察行政が災害を防止するために安全衛生を

取り締まる体制ができた。大正期に疾病も補償の対象
となり，昭和初期に工場医の選任，健康診断の実施，
職場巡視等のわが国に特徴的な安全衛生体系が確立さ
れた。戦後，有害業務対策が推進されて特殊健康診断
が規定され，企業の無過失責任として労災保険の制度
が発展した。平成期に長時間労働と心理的ストレスが
課題となり，健康診断で循環器疾患のリスクを評価す
るようになり，過労死や過労自殺等の慢性疾患に対す
る安全配慮義務を根拠とした民事訴訟が増加した。

（2）官役人夫死傷手当規則
　わが国には飛鳥時代から災害困窮者や戦傷病者等に
食料等を支給する「賑

しん

恤
じゅつ

」という施策が存在した。
明治政府は，1872 年に工部省所管の鉱山，製鉄，鉄
道等で労働災害の被災者を扶助するために「各寮ニ傭
使スル職工及ヒ役夫ノ死傷賑恤規則」を定め，1875
年には全公務員を対象とした「官役人夫死傷手当規
則」を定め，1879 年に「各庁技術工芸者就業上死傷
手当内規」を定めた。

（3）鉱業条例
　1890 年，鉱業条例第 58 条は鉱業警察である鉱山監
督署長が「鉱夫の生命及衛生の保護」を行い，同第
59 条で「危険の虞あり又は公益を害す」ときは「予
防を命令し又は鉱業を停止すべし」と定め，その費用
は鉱業人に負担させることを定めた。また，同第 72
条は「鉱夫自己の過失に非ずして就業中負傷したる場
合」は「鉱夫を救恤すべし」と定め，療養費，日当，
遺族手当，障害年金等を鉱業人に負担させた。

（4）鉱業法
　1905 年，鉱業法第 71 条は鉱山監督署長が鉱夫に限
定せずに「生命及衛生の保護」を行うことを定め，同
第 80 条は鉱夫が「重大なる過失に因らずして業務上
負傷し疾病に罹り又は死亡した」ときは「鉱夫又はそ
の遺族を扶助すべし」と定め，「疾病」も補償の対象
となり，鉱夫の過失は「重大なる」場合に限定され，

「救恤」は「扶助」に修正された。
　1914 年，死亡者数が国内最多の労働災害となった

「方城大非常」ほか炭坑爆発事故が連続発生し，1915
年，石炭坑爆発取締規則が制定され，通気の確保，坑
内ガス量の制限と検査，救護隊の組織等が定められた。
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（5）工場法
　1911 年，工場法第 13 条は監督行政が工場や設備に

「危害を生じ又は衛生，風紀その他公益を害する」お
それがあれば使用停止を命じる権限など鉱業法の体系
を製造業等に拡大した 1）。当初，施行が見通せなかっ
たが，1914 年に石原修医師が紡績工場で結核に罹患
した大勢の女性が帰郷して死亡している実態を報告 2）

し，1916 年に施行された。
　1923 年，工場法第 14 条は監督官が「就業の禁止制
限を為すべき疾病若しくは伝染のおそれある疾病に罹
れる疑いある職工若しくは徒弟の検診を為すことを
得」と定め，健康診断を定めた初の法律となった。
　1927 年，工場附属寄宿舎規則第 16 条は「寄宿舎に
収容する職工」等に「1 年に 2 回健康診断を施行すべ
し」と定め，企業が行う健康診断を定めた初の省令と
なった。
　1938 年，工場危害予防衛生規則第 34 条の 3 第 2 項
は常時 500 人以上の工場に工場医を選任することを定
め，企業内での安全衛生体制を定めた初の省令となっ
た。同第 34 条の 3 第 7 項は工場医が「毎年少なくと
も 1 回職工の健康診断を為さしむべし」と定め，全て
の労働者を対象とする健康診断を定めた初の法令と
なった 3）。
　1942 年，工場法施行規則第 8 条は雇入時健康診断
を定め，同第 8 条の 2 第 2 項は「衛生上有害なる業務
に従事する職工」に年 2 回の健康診断を定め，後者は
現行の省令では特定業務従事者の健康診断として継続
されている。当時の健康診断は結核の早期発見を目的
としており，同第 8 条の 5 は「健康診断の結果注意を
要すと認められたる者」は「医師の意見を徴し療養の
指示，就業の場所又は業務の転換，就業時間の短縮，
休憩時間の増加，健康状態の監視その他健康保護上必
要なる処置を執るべし」と定め，健康診断結果に基づ
く就業上の措置について定めた初の省令となった。

（6）労働基準法
　1947 年，労働基準法第 52 条は工場以外の事業も含
む常時 50 人以上を使用する事業場で結核の検査項目
を行う健康診断を義務づけ，食堂等の従業員には検便
も定めた。
　1948 年，衛生上有害な業務の基準が公表（昭和 23
年 8 月 12 日付基収第 1178 号）され，年 2 回の健康診
断，時間外労働の 2 時間制限，年少者と女性の保護と

いった政策に引用された。この基準では，有害要因の
曝露濃度が示されたが，気中の濃度測定は困難であっ
たため，曝露濃度に基づいて健康診断の対象者を選別
する方法は普及しなかった。
　1951 年，進駐軍が日本人に石油精製事業の再開を
許可する条件として四エチル鉛危害防止規則が策定さ
れ，血色素量など特別な項目の検査を行う特殊健康診
断を定めた初の省令（特別則）となった。
　1954 年，労働基準法が改正され，強酸のミストに
よる歯の酸食症を予防するために歯科医師による健康
診断が定められた。
　1955 年，けい肺及び外傷性せき髄障害に関する特
別保護法が公布され，療養が 3 年を超えた場合に手当
を延長する暫定策とけい肺健康診断について定めた 4）。
1960 年に前者は労災保険の体系に統合され，後者は
じん肺法として発展し，特定の職業性疾病について定
めた初の法律となった。
　1956 年，有害光線，化学物質等に関して特別な項
目を検査する特殊健康診断を取りまとめた「特殊健康
診断指導指針」（昭和 31 年 5 月 18 日付基発第 308 号）
が公表された。以降，有害要因の一部に関する施策特
別則に発展し，1959 年に電離放射線障害防止規則，
1960 年に有機溶剤中毒予防規則，1961 年に高気圧障
害防止規則，1967 年に鉛中毒予防規則，1971 年に特
定化学物質等障害予防規則が公布された。その際，対
象者を選別する基準は作業名や物質名を列挙する方法
が採用されたため，曝露が少ない場合でも特殊健康診
断の義務が生じることになった。1963 年，「健康診断
結果にもとづく健康管理について」（昭和 38 年 8 月
19 日付基発第 939 号）が公表され，管理区分（管理
A，B1，B2，C の区分）が示された。

（7�）労働者災害扶助責任保険法・労働者災害補償
保険法

　工場法までは労働災害の被災者に救恤や扶助と称す
恩恵的な手当が支給されていたが，1922 年に健康保
険法が公布され，鉱業法と工場法の適用労働者は，労
働災害であっても健康保険の給付対象とされ，災害補
償は健康保険法に一旦統一された。1931 年に労働者
災害扶助法が公布され，土石採取，建設，鉄道，運
輸，水道・電気・ガス等の労働者にも適用された。同
年，労働者災害扶助責任保険法も公布され，政府との
保険契約を義務づけたが，この保険では事業主が保険
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金を受け取って被災者を扶助する仕組みであった。
　1947 年，労働基準法は全業種に適用され，使用者
の無過失責任で災害補償する概念が確立された。同
年，労働者災害補償保険法（労災保険法）も公布さ
れ，高度経済成長期に労働災害が増加し物価が高騰す
る中でも発展した 5）。1951 年の改正で保険料率のメ
リット制が導入され，1960 年の改正で長期療養の補
償給付が始まり，1973 年の改正で通勤災害への給付
が始まり，2000 年の改正で脳心臓疾患予防の二次健
康診断等の給付が始まった。

（8）労働安全衛生法
　1972 年，労働安全衛生法が公布され，常時 50 人未
満の事業場（小規模事業場）を含む全事業場で一般定
期健康診断が義務づけられ，検査項目に血圧測定と尿
検査が加わった。また，総括安全衛生管理者，産業
医，労働安全衛生コンサルタント，作業環境測定と
いった新しい概念が定められた。
　1988 年，衛生推進者，作業管理，健康教育，健康
保持増進が法律に追加され，「事業場における労働者
の健康保持増進指針」（THP 指針）が公示され，1989
年には中災防による労働者健康保持増進サービス機関
等の認定が始まったが 2021 年に廃止された。1989 年
から一般定期健康診断で 35 歳と 40 歳以上に血液検査

（貧血，血中脂質），純音聴力検査，安静時心電図検査
が義務となり，1998 年から HDL コレステロールと血
糖検査が追加され，2017 年から腹囲と LDL コレステ
ロール検査が追加されて，メタボリックシンドローム
の予防が目的の特定健康診査との調和が図られた。
　1992 年，快適職場づくりが事業者の努力義務と定
められ，「快適な職場環境の形成のための措置に関す
る指針」が公示され，1992 年には快適職場推進計画
認定制度が始まったが 2011 年に廃止された。
　1996 年，産業医の資格要件，産業医による勧告，
健康診断結果に基づく就業上の措置が法律に定めら
れ，「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に
関する指針」が公示された。
　2005 年，長時間労働者の面接指導，危険性有害性
等調査（リスクアセスメント）が法律に定められた。
　2006 年，「労働者の心の健康の保持増進のための指
針」が示された。
　2014 年，リスクアセスメントの義務化，受動喫煙
の防止，心理的な負担の程度を把握するための検査

（ストレスチェック）が法律に定められた。
　2018 年，働き方改革推進法に伴う法改正で，面接
指導の対象者が拡大し，産業医の独立性が強化され
た。2019 年に「労働者の心身の状態に関する情報の
適正な取扱い指針」が示された。
　2022 年 4 月，建設アスベスト訴訟で国が敗訴した
ことを受けて省令が改正され，個人事業主に対して有
害要因と対処法に関する情報の提供が規定された 6）。
　2022 年 5 月，再び省令が改正され，化学物質のリ
スクアセスメントを行う体制，化学物質管理専門家，
リスクアセスメント対象物健康診断等が定められた。
　2025 年 4 月，省令が改正される予定で，熱中症の
重症化予防に向けて報告や迅速な対応のための体制づ
くりが定められる見込みである。これらはいずれも労
働安全衛生法第 22 条に基づく罰則が適用される 7）。

（9）安全配慮義務（民法・労働契約法）
　最高裁判所は，1975 年に公務災害で民法の債務不
履行を根拠に，安全配慮義務の不履行による損害賠償
請求を認め 8），1984 年には業務中の他殺事案で企業
の安全配慮義務を認め 9），1991 年に騒音性難聴で企
業に過失割合 10％の安全配慮義務を認め 10），2000 年
にうつ病による自殺で企業に過失割合 100％の安全配
慮義務を認め 11），高血圧が増悪した脳出血で企業に
過失割合 50％の安全配慮義務を認めた 12）。私傷病の
業務による増悪を含め労災保険から給付を受けなかっ
た損害は，企業の過失割合に応じて直接に負担すべき
であることが司法において確定し，2007 年には使用
者の安全配慮義務が労働契約法第 5 条で規定された。

（10）労働安全衛生マネジメントシステム
　1972 年に英国で労働災害の原因と対策を調査した
ローベンス報告が公表され，19 世紀初頭から整備さ
れてきた法令が詳細に規制していることの限界を指摘
し，企業の自主的な対策を促すよう提言した 13）。
　1981 年の ILO 第 155 号条約は労働災害を防止するた
めの国際標準として労働安全衛生のリスクを合理的に
実行可能な範囲（so far as is reasonably practicable）
で最小限化するよう求めた。
　1996 年に英国で労働安全衛生マネジメントシステ
ムの規格（BS8800）が発行され，法令は原則的な規
定にとどめ，企業が自主的に安全衛生対策を実施して
労働災害を防止することが促された。
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　1999 年には国際的な規格として OHSAS18001 が公
表され，各国で認証制度が始まり，わが国は「労働安
全衛生マネジメントシステムに関する指針」（平成 11
年 4 月 30 日付労働省告示第 53 号）を公表した。
　2001 年に国際労働事務局（ILO）が ILO-OSH 2001
を発行した。
　2018 年には労働安全衛生マネジメントシステムの国
際規格（ISO 45001）が発行され，現在，国内外の認
証機関が企業の安全衛生体制を審査している。なお，
2003 年に中災防は JISHA 方式適格 OSHMS 認証事業
を始めたが 2024 年 5 月で新たな認証を終了した。

４　現状の課題

（1）労働災害防止と安全衛生対策の乖離
　長年にわたり，炭坑爆発，女工結核，じん肺，鉛中
毒，ベンゼン中毒等の労働災害を防止するために安全
衛生対策を講じるという分かりやすい関係があった
が，安全装置の設置や作業標準の整備等によって重大
な労働災害が減少し，国民皆保険制度の中で軽微な傷
病は労災保険に申請されない実態もあり，労働災害に
伴う損害を削減できる余地が減った。その結果，安全
衛生対策への投資意欲は削がれる傾向がみられる。
　特に，衛生や健康は職業性疾病を防ぐためという目
的の認識がうすれやすい。現実には，労働者の福利厚
生施策と勘違いされることすらある。その原因とし
て，個別の事例対応には医療職が関与し長期間を要し
て因果関係や効果を実感しにくいこと，健康診断を規
定する法令の条項に目的が明示されていないこと，特
定健康診査等の健康保険組合による政策と鑑別されに
くくなっていること，担当の医療職も職場や作業に起
因する健康障害を防止する機序に注目できていないこ
とがある。

（2）法令遵守の目的化
　本来，法令の規定は全ての企業が遵守すべき最低基
準である。現在，一般則の労働安全衛生規則は 700 条
を超え，特別則は 10 種類を超えていて，安全衛生の
法体系は複雑である。労働基準監督署の定期監督を受
けた事業場における違反率は健康診断だけで約 20％
と報告されており，主要な規定の遵守徹底も容易では
ない。加えて，現在，化学物質管理に関しては従来か
らの手段規制とリスクアセスメントという結果規制の
両者が併存する状況が生じている。

　このようなことから，企業では安全衛生の担当者も
法令の規制内容を理解することで精一杯となり，主に
罰則のある法令の遵守だけが目的化している。ところ
が，罰則の有無や軽重は，重要性や有効性を反映した
ものではなく，優先順位の高い対策が実施されないお
それもある。そして，雇用の流動化，リモートワーク
の拡大，兼業や副業を持つ労働者の増加が見られる中
で，既存の法令で制御されにくい事象に対する自主的
な安全衛生対策を推進する施策が普及しない。

（3）健康情報取得に伴う安全配慮義務拡大
　企業による安全配慮義務の範囲は，何らかの理由で
予見が可能であった健康障害について業務を通じて回
避に努めることである。健康障害に対する企業の過失
割合は，業務が原因として寄与した割合，企業がリス
クを予見すべきであった程度，企業がリスクを低減で
きるはずであった程度，被災者による過失の程度に
よって異なる。
　ここで，企業が労働者の健康障害を予見できる最大
の理由は，労働者個人の健康診断結果，診断書，本人
申告等を通じて，企業が健康情報を取得しているから
である。一般定期健康診断の検査項目は，1989 年，
1998 年，2007 年に循環器疾患のリスクとなる検査項
目が次々と追加された。これらの検査で検出される所
見には，業務の寄与割合は低く，企業が取れる現実策
は時間外労働や心理的ストレスの削減に限られる。企
業が取得する健康情報が詳細になるほど，就業上の措
置は的確なものになりうるが，実際には，配慮すべき
事項が多くなる。すなわち，健康情報を取得するほ
ど，労働者にとって就業制限の可能性が高まり，企業
にとって安全配慮義務の負担が増大する 14）。本来，
職場と健康状態の両方に詳しい専門的な産業医による
判断が不可欠であるが，小規模事業場がそのような医
師の意見を聴取できる社会制度は整っていない。

（4）外部認証の科学的根拠不足
　労働安全衛生に関する望ましい評価とは，労働災
害，安全衛生法令違反，安全配慮義務違反などの不適
切な事象を認めないことであるが，数値化や比較は難
しい。そこで外部認証の取得状況が参照されることが
あるが，評価項目は政策的に選択されているものも多
く，外部認証の取得が労働災害，法令違反，紛争事案
の防止に有効であったとする科学的な根拠は不足して
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いる。本来，外部評価を受審する意義は，自社の弱点
を確認してリスク低減を指向した安全衛生対策を活性
化することであるが，現実には，外部認証の取得その
ものが目的化し，評価項目を満足できるよう担当者が
規程や体制を整備するだけの活動に陥りやすい。

５　今後の展望

　企業が労働者の安全や健康に配慮する理由は，労働
災害の防止が出発点と考えられる。労働災害の防止に
取り組まない企業があると国益も害するので，最低限
の安全衛生対策は法令で規定して，警察行政が企業に
強制させることになったと考えられる。実際には，法
令遵守だけで全ての労働災害を防ぐことはできないこ
とから，無過失責任制度の労災保険が導入され，発生
してしまった労働災害に対応した。ところが，企業の
過失が明らかな事案では労災保険による補償では不十
分と考えられるようになり，司法の分野から労働契約
に伴う債務としての安全配慮義務という考え方が広
がった。その結果，業務上疾病の範囲を超えて，業務
の寄与度が大きくない疾病にも一定の安全配慮義務が
生じると考えられるようになった。その結果，企業側
が多くの健康情報を取得していた事案ほど安全配慮義
務の範囲は拡大することになっている。一時期，健康
保持増進や快適職場形成促進という考え方が登場し，
健康上の課題を生じにくい労働者と職場をつくろうと
したが，その成果は実証されないままに事実上の活動
が終焉してしまった。
　これまで，わが国において，立法，行政，司法に
よって企業が労働者の安全や健康を配慮する社会制度
が構築されてきたが，今後の国際的な潮流は，法令や
判例の有無にとらわれないリスクアセスメントである
と考えられる。リスクアセスメントにおける企業の責
務は，業務上の有害要因への曝露によって有害な健康
影響が生じるリスクを合理的な範囲で低減することで
ある。わが国における職場の有害要因は，結核，粉じ
ん，強酸，重金属，有機溶剤などから歴史的に変化し
てきた。現代の職場を観察すれば，化学物質などに加
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えて，長時間労働と心理的ストレスを有害要因と明確
に位置づけるべきではないだろうか。現行法が使用し
ている労働時間とストレスチェックをその曝露指標と
定め，それらが不良な水準であれば職場を改善させる
ことで循環器疾患や精神障害を予防することを企業の
義務とすることが分かりやすいと考える。
　今後，わが国の安全衛生に関する政策と国際標準と
の整合性を図っていくには，わが国で養成が遅れてい
るハイジニストをリスクアセスメントの専門家として
活用すること，そして，EU の GDPR が進める個人の
健康情報を保護する施策に準じて健康診断結果の通知
先は企業でなく労働者個人としたうえで企業に配慮を
求めたい内容だけを事業者に提出させる流れとするこ
とが望ましいと考える。


